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パリ協定を契機に設定された部門別の温室効果ガスの削減目標に対し，運輸部門ではより一層の交通環

境負荷の低減を進めることが不可欠である．そこで，電気自動車(EV)，次世代型路面電車システム(LRT)，

自動運転車など低炭素な次世代交通を導入することで，交通環境負荷を削減する試みが注目されている．

本研究では，低炭素な交通機関に着目して，交通量，EV 普及率，発電構成比の観点から，実際の交通流

の想定下で次世代交通機関が及ぼす環境改善効果を定量的に評価した．さらに，宇都宮市を対象に，テレ

ワークによる交通行動の変化を織り込んだ上で，交通環境負荷を定量的に算出し，テレワークが普及した

2050 年時には現状の半分程度まで削減可能であることを明らかにした． 
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1.  研究の背景・目的 

 

2016年に発効されたパリ協定を背景に我が国では地球

温暖化対策計画 1)が策定され，2013年度比で 2030年度ま

でに26%，2050年度までに80%の温室効果ガスを削減す

ると掲げている 1)．温室効果に影響を及ぼす二酸化炭素

(Carbon Dioxide; CO2)の排出量を部門別に見ると，運輸部

門は約 20％を占めている 2)．中でも，自家用乗用車から

排出される CO2はその半分程度 2)を占め，これを改善す

ることでの運輸部門における環境負荷の低減が与える効

果は大きいと考えられる． 

一方で，近年の技術革新を背景に交通環境は大きく変

動している．電気自動車（Electric Vehicle; EV）や次世代

型路面電車システム(Light Rail Transit; LRT)，自動運転車

(Autonomous Vehicle; AV)に代表される次世代交通の導入

によって，今後交通手段が大きく変化することが想定さ

れる．また，テレワークなど働き方の変化に直結する技

術の導入によって，移動そのものの在り方が大きく変わ

り始めている．実際，COVID-19 の蔓延により，交通行

動の変化は加速している．今後はこれまで以上に生活様

式の変容に伴う技術革新により，交通行動が変動するこ

とが想定される． 

そこで，本研究では，技術革新を背景とする交通行動

の変動を考慮しながら，将来の交通環境負荷を考察する

ことを目的とする．また，変容する生活様式において，

特にテレワークに着目して交通行動の変動を考慮しなが

ら，環境負荷が小さい交通機関である EV・LRT の組み

合わせによる交通環境負荷を定量的に提示し，CO2に着

目して将来の交通環境負荷を評価する．さらに，これら

の考究より，次世代交通や交通環境の変化が都市に与え

る影響を考察する． 

 

 

2.  既存研究の整理と研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究の整理 

本研究に関する既存研究は，交通機関に着目した環境

性能に関する研究と，交通流を踏まえた自動車の環境性

能に関する研究，外部要因が交通行動に与える影響に関

する研究に大別した． 

交通機関に着目した環境性能に関する研究は近年多数

行われており，EV や LRT の導入がもたらす環境改善効
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果は明らかになりつつある．須永ら 3)はロンドンにおけ

る CO2排出量削減を目的とした EV普及政策をまとめ，

面積15㎢のイズリントン地区でEVが普及した場合とそ

うでない場合のCO2排出量を自動車走行距離と原単位の

積により算出し，自動車が EV 化された場合は一日当た

り 3トンのCO2排出量削減効果があることを示した．一

方で，自動車を EV 化する以上に，自動車交通から公共

交通へ移行する方が環境改善効果は大きいとしている．

また，井ノ口ら 4)は我が国における EV が普及した環境

未来都市を仮定し，EV とガソリン自動車の加速性の違

いに着目した上で，EV の普及率が高まるほど自動車の

平均速度が向上し，環境改善に繋がることも明らかにし

ている．渡辺ら 5)はLRTの環境性能を自動車や路線バス，

BRT(Bus Rapid Transit)と比較しながら，ライフサイクル環

境負荷の観点から定量的に示した．LRTのライフサイク

ル環境負荷は BRT やバスよりも小さく，その差は需要

量が増大するにしたがって大きくなるが，路線バスに代

わって LRT を導入した際は，乗用車から需要量が一定

程度転換しなければ，渋滞によりCO2排出量が増加する

ことが示された． 

交通流を踏まえた自動車の環境性能に関する研究も交

通シミュレーションが普及した 1960 年代から盛んに行

われている．中でも交通流に将来を想定した条件を加え

た影響の分析や，複数の代替案を検討する上ではシミュ

レーションが有効である．例えば，森本ら 6)はミクロ交

通シミュレーションを用いて，LRT導入前後でLRT・自

動車・バスから60年間で排出されるライフサイクルCO2

を算出し，LRTの導入が環境に及ぼす影響を評価してい

る．LRT導入による車線数の減少が交通渋滞を引き起こ

す可能性を指摘し，LRT導入前後で自動車交通量が減少

しない場合はCO2排出量が増大することを示している． 

外部要因が交通行動に与える影響に関する研究につい

ても議論が進められている．日比野ら 7)は，テレワーク

の普及推進が与える通勤行動の変化に着目し，今後発生

し得る交通行動や居住地の変化を明らかにしている．ま

た，森本ら 8)はテレビ会議が出張会議を代替することで

生じるCO2排出量の変化をライフサイクル環境負荷の観

点から示している． 

 

(2) 研究の位置づけ 

交通機関別の次世代交通の環境影響評価に関する研究

は既に多くの蓄積がある．また，交通シミュレーション

を通した自動車交通の環境影響評価も定量的に示されて

いる．しかし，EV や LRT といった複数の次世代交通機

関の連携を対象に，交通行動の変容も考慮した多様なシ

ナリオに対して交通モードの相互関係を考慮しながら，

交通環境負荷を定量的に評価している研究は見られない．

また，実際の交通流を考慮した上で，様々な交通機関と

交通手段の組み合わせに応じて，将来の交通環境負荷に

言及している事例は不十分である．そこで本研究では，

筆者らの先行研究 9)に続き，次世代交通の環境影響評価

と実際の交通流に即した推計を組み合わせ，テレワーク

の導入による交通行動の変容と様々な次世代交通が連携

する都市の交通環境負荷の検討を行う点に新規性がある． 

 

 

3.  研究の概要 

 

(1) 研究の流れ 

本研究では，LRT，EV，電動バスなどの次世代交通

の組み合わせに着目し，導入前後の比較によって環境負

荷を推定するため，2022 年に LRT 開業が予定されてい

る栃木県宇都宮市を対象とし，下記の手順で研究を行う． 

i. 対象とする次世代交通を整理し，環境性能を定義

する．また，テレワークの現状を把握する． 

ii. LRT 開業予定地域をミクロ交通シミュレーション

で現況再現し，精度を検証する． 

iii. LRT 開業予定の一部地域を対象にミクロ交通シミ

ュレーションを用いてテレワークや複数の次世代

交通が及ぼす環境改善効果を評価する． 

iv. iii の次世代交通やテレワークの導入評価をもとに，

地球温暖化対策計画の達成に向けた交通環境のあ

り方を提案し，将来の交通環境負荷を推計する． 

 

(2) 対象地の概要 

前述したように本研究では 2022 年に LRT 開通が予定

されている栃木県宇都宮市を対象とする．現在は次世代

交通が存在せず将来導入すると仮定することで，将来予

測による不確実性は存在するものの，各交通機関の導入

時期の違いによる影響を受けずに相互比較することが可

能となる．また，宇都宮市は自動車分担率が 68%を占め
9)自動車への依存度は年々高まっている．宇都宮市の温

室効果ガス排出量は全体では減少傾向だが，運輸部門に

限ると現在も増加傾向にある 10)．よって次世代交通の導

入による運輸部門の環境負荷低減が期待される． 

 

 

4. 次世代交通・テレワークの現状 

 

(1) EVの定義・現状 

本研究では，EV を「バッテリーに蓄えた電気をモー

ターに供給し，走行のための駆動力を得る」自動車 11)と

定義する．EV と電動バスに共通した特徴として，走行

時にCO2や窒素化合物など地球温暖化や都市環境に悪影

響を及ぼす物質を排出しない点や，低騒音かつ低振動で

ある点が挙げられる．発電時に発生するCO2や窒素化合
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物の排出量は従来のガソリン車やディーゼルバスと比べ

ると大幅に少ない 11)．2018年未来投資戦略では，2030年

までに新車販売台数のうち EV やプラグインハイブリッ

ド自動車の割合が 2~3割を占めることを目指す 12)と明記

されており，今後，本格的なEVの普及が想定される． 

 

(2) LRTの定義・現状 

LRT の特徴は，地下鉄などの高規格な鉄道や橋脚を必

要とする都市モノレールと比較して整備コストが小さい

一方で，路線バスや従来の路面電車と比較して大きな輸

送力や定時性を確保できる 13)ことである．自動車依存社

会において，環境汚染や交通渋滞等の深刻な都市問題を

解決する上で関心を集めており，欧米を中心に普及が進

んでいる．現在我が国で LRTと認識されている次世代交

通システムは富山ライトレールの一事例のみであるが，

LRT に対する期待や関心は高く今後各地で導入の検討が

進むと予想される．尚，運行にかかる消費電力は

2.0kWh/km7)である． 

 

(3) テレワークの定義・現状 

テレワークは情報通信技術を活用した場所や時間にと

らわれない柔軟な働き方を指す言葉である 14)．テレワー

クは在宅勤務をベースとした自宅利用型，顧客先や移動

中に行うモバイルワーク，勤務先以外のオフィススペー

スにおけるサテライトオフィス勤務に分類される．本研

究では，在宅勤務による通勤トリップの削減を目的とす

るため自宅利用型のみを対象とする． 

 

 

5. 次世代交通・テレワークによる影響の評価 

 

(1) ミクロ交通シミュレーターによる交通流推計 

実際の交通流を考慮しながら次世代交通の導入効果を

評価することを目的に，ミクロ交通シミュレーションを

実施した．ここでの次世代交通の導入効果はCO2排出量

の減少による環境改善効果として定義する．対象地は，

LRT導入による車線減少が，大きく自動車交通に影響を

及ぼすと想定される範囲とした(図-1)．尚，平日のピー

ク時一時間を分析の対象とする． 

そこで，ミクロ交通シミュレーターである Trans Mod-

eler を使用し，自動車交通の挙動を再現した．宇都宮市

交通量調査に基づき，対象地内の道路ネットワーク，信

号現示，OD 交通量を入力し，現況の交通状況を再現し

た．なお，OD 交通量は交通量調査の結果を収束条件と

して推計した．8 交差点の流出入交通量の推計結果を実

際の観測結果と比較すると，両者の重相関係数は 0.843

となり，一定の精度で現況再現ができたと解釈した． 

 

(2) 評価手法の概要 

複数の次世代交通の導入状況を想定し，交通量と EV

普及率，発電構成比に着目した．まず，次世代交通の導

入を想定したシナリオによる交通量を7通り設定した(表

-4)．交通量の変動に影響を及ぼす次世代交通として対

象とするのは，自動運転車(Autonomous Vehicle; AV)と

LRTである．また，乗用車に占める EVの割合を 8通り

設定した(表-5)．さらに，電力の発電方法別発電量を 5

通り設定した(表-6)．加えて，テレワークの実施率を 3

通り設定した．これらを組み合わせることで 840通りの

状況下の交通環境負荷をWell to Wheel法に基づきCO2排

出量に換算して推計した．交通量の設定は，現況再現

(シナリオ A)，完全にAVが普及した場合(同B)，LRTを

導入し交通量が減少した場合(同 C)，LRT の導入前後で

交通量が変動しない場合(同D)を考慮した(図-2)． 

AV が普及した場合は，岩田ら 15)の研究より疲労と事

故リスクの低減に着目し交通量の増加を想定した．岩田

らによると平均的な家計ではレベル4，5のAVの導入に

よって走行距離が年間 630~3,273km 増加する．自家用乗

用車の年間平均走行距離は 10,575km16)であるため，本研

究ではAVの導入によって 6%(シナリオB-1)~31%(同B-2)

走行距離が増加すると想定した．尚，AV の EV 比率は

AVではない乗用車と同等とする． 

LRT導入時のOD交通量は，宇都宮市のLRT需要予測
17)を用いた．まず PT 調査を用いて，対象地域における

移動目的別の 8時台交通需要集中率を算出した．この目

図-1 対象地域 9) 

図-2 シナリオ別交通のイメージ9) 
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的別交通需要集中率を，LRTの需要予測値に乗ずること

で，8時台の交通量削減幅を算出した(表-3)． 

試算の結果，LRTが開業し需要予測通りに交通量が削

減された場合(シナリオ C-1)には，12%交通量の削減が予

想される．同様にLRT需要予測 16)で提示されているLRT

利用者の最大値(同 C-2)と最小値(同 C-3)の場合で算出を

行った．前者の場合は 17%，後者の場合は 11%の交通量

の削減が予想される．ここで，LRT導入時を仮定する際

は，開業後の道路状況に合わせて車線数や交差点を設定

し，道路ネットワークを変動させた． 

シナリオに基づく交通量の設定は全て小型車の交通量

の増減に起因するものと仮定し，大型車の交通量は一定

とした． 

EV普及率は，自然エネルギー財団が提示しているEV

保有比率 18)を参照した(表-4)．また，2018 年度の我が国

の電力発電量と需要量の差異から導入可能な EV 普及率

を 82%と予測し，さらに極限値を 100%として推計に組

み込んだ． 

EVや LRTの運行による CO2排出量は，電力の発電方

法によって異なる．そこで，5 種の発電構成比を想定し，

それぞれの場合におけるCO2排出係数を加重平均により

算出した．各設定における発電方法別発電量と各発電構

成比採用時におけるCO2排出係数を表-5に示す． 

東日本大震災前の 2010 年時，現状を表す 2017 年時の

実績値に加え，資源エネルギー庁が提示している 2030

年の予測値19)，独自に推計した2030年の発電構成比予測

値，再生可能エネルギーで 100%発電された場合を想定

した． 

テレワーク実施率は，パーソル総合研究所が実施した

第三回・新型コロナウイルス対策によるテレワークへの

影響に関する緊急調査 20)を参考にした．調査結果を踏ま

え，対象地である栃木県宇都宮市の2020年5月における

テレワーク実施率である 15.3%と，緊急事態宣言下であ

る 2020年 4月における全国平均値である 27.9%を採用し

た場合，さらに比較対象としてテレワークを導入しなか

った場合の計 3通りを想定した． 

交通量とテレワーク実施率に応じた組み合わせに従っ

て，現状の交通量需要調査よりそれぞれ OD表を作成し，

シミュレーションを実施した．OD 表の作成に当たって

は，PT調査を用いて，分析対象としている平日の午前 8

時台のトリップの内，代表交通手段が自動車であるトリ

ップを抽出した．その中で，通勤目的のトリップの割合

は 53%であったため，この 53%のトリップのみをテレワ

ーク実施率に応じて変動させた．尚，緊急事態宣言の発

令に伴い，宇都宮市では平日に 8~15%交通量の減少が観

測された 21)．本研究で扱う通勤トリップとテレワーク普

及率は，実情に沿った値であると考えられる． 

 

(3) 推計結果 

シミュレーションの結果を発電構成比別に示す．ここ

では 2017 年の発電構成比採用時のみを抜粋する(表-6)．

複数の次世代交通が連携することで，単一で次世代交通

が導入されるより，大きな効果が発現していることがわ

かる．一方で，増加分は限定的であるため，より効果的

な組み合わせを検討する必要がある． 

 

(4) 交通量に着目した考察 

シミュレーション結果より様々な交通量のシナリオや

テレワーク導入の影響を評価することを目的に，EV 普

 

表-3 LRT導入時の交通量削減率の算出9) 

年 2010 2020 2030 2040 2050 2060 予測値 極限値

EV普及率 0% 2% 11% 24% 41% 60% 82% 100%

表-4 本研究で採用したEV普及率9) 

表-5 想定した発電構成比9) 

現在 震災前 エネ庁 予想 再エネ

2017 2010 2030 2030 -

石油 0.70 9% 9% 3% 3% 0%

LNG 0.48 40% 29% 27% 28% 0%

石炭 0.86 32% 28% 26% 26% 0%

原子力 0.00 3% 25% 21% 14% 0%

再生可能 0.00 16% 9% 23% 29% 100%

0.53 0.44 0.37 0.38 0.00加重平均(kg/kWh)

発電種別 CO2排出係数
(kg/kWh)

表-6 2017年発電構成比でのEV普及率別のCO2排出量(t/h) 

交通量
テレワ

ーク率
0% 2.0% 11% 24% 41% 60% 82% 100%

A-t0 現状 0% 7.2 7.2 6.9 6.5 6.0 5.5 4.8 4.3

A-t15 現状 15.3% 6.7 6.6 6.4 6.0 5.6 5.1 4.5 4.0

A-t28 現状 27.9% 6.2 6.1 5.9 5.6 5.2 4.7 4.2 3.7

B-1-t0 AV普及(Min) 0% 7.6 7.5 7.2 6.8 6.3 5.7 5.1 4.5

B-1-t15 AV普及(Min) 15.3% 7.0 6.9 6.7 6.3 5.8 5.3 4.7 4.2

B-1-t28 AV普及(Min) 27.9% 6.5 6.5 6.2 5.9 5.5 5.0 4.4 3.9

B-2-t0 AV普及(Max) 0% 9.6 9.5 9.2 8.7 8.0 7.3 6.4 5.8

B-2-t15 AV普及(Max) 15.3% 8.5 8.5 8.2 7.7 7.1 6.5 5.7 5.1

B-2-t28 AV普及(Max) 27.9% 7.7 7.7 7.4 7.0 6.5 5.9 5.2 4.6

C-1-t0 LRT導入 0% 6.9 6.9 6.6 6.3 5.8 5.3 4.7 4.2

C-1-t15 LRT導入 15.3% 6.3 6.2 6.0 5.7 5.2 4.8 4.2 3.8

C-1-t28 LRT導入 27.9% 5.7 5.6 5.4 5.1 4.8 4.3 3.8 3.4

C-2-t0 LRT高需要 0% 6.6 6.6 6.3 6.0 5.5 5.0 4.4 4.0

C-2-t15 LRT高需要 15.3% 5.9 5.9 5.6 5.3 4.9 4.5 4.0 3.5

C-2-t28 LRT高需要 27.9% 5.5 5.4 5.2 4.9 4.6 4.1 3.7 3.3

C-3-t0 LRT低需要 0% 7.2 7.2 6.9 6.5 6.1 5.5 4.9 4.3

C-3-t15 LRT低需要 15.3% 6.4 6.3 6.1 5.8 5.3 4.8 4.3 3.8

C-3-t28 LRT低需要 27.9% 5.8 5.7 5.5 5.2 4.8 4.4 3.9 3.5

D-t0 移動量増加 0% 8.1 8.0 7.8 7.3 6.8 6.2 5.5 4.9

D-t15 移動量増加 15.3% 7.3 7.2 7.0 6.6 6.1 5.5 4.9 4.4

D-t28 移動量増加 27.9% 6.6 6.5 6.3 5.9 5.5 5.0 4.4 3.9

シナリオ EV普及率
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及率 0%を想定した際の二酸化炭素排出量を図-3 で示す． 

テレワークを 15.3%導入した際の環境負荷は，LRT が

導入され高需要であった場合と同等程度の環境改善効果

があることが明らかになった．また，テレワークを

27.9%導入した場合には，次世代交通の導入効果を大き

く上回る環境改善効果が想定される． 

また，自動運転車が普及し，走行距離の増加分が最大

値であった場合には，自動運転による走行距離増加分は，

テレワークを導入し，交通量を削減したとしても，現状

よりも環境負荷は増大することが明らかになった． 

次に，テレワーク普及率と自動車による二酸化炭素排

出量の関係を図-4で示す．現況再現した場合では，テレ

ワークの普及に応じて，一定の割合で二酸化炭素排出量

は削減されていることが読み取れる．これは，対象地域

では著しい交通渋滞は発生していないためであると考え

られる．同様に LRT を導入した場合も一定の割合で二

酸化炭素排出量は減少していることが読み取れる．LRT

の開通に伴って，対象地域の一部区間で車線の減少等が

想定されているが，需要予測に基づいて，交通量が自動

車から LRT に転換することで，著しい渋滞は避けられ

ることがその理由であると考えられる．一方で，自動運

転車が導入され，走行距離の増加分が考えられる範囲の

中で最大であった場合は，渋滞が悪化することが想定さ

れる．そこでテレワークの導入と組み合わせて検討する

と，テレワークを 3割程度普及させることで，渋滞の改

善につながり，大きく環境改善を期待できることが明ら

かになった．尚，本研究では，通勤トリップのみ変化の

対象としているため，テレワークを 100%導入した際に

も，環境負荷は発生している． 

LRT の導入によって二酸化炭素排出量は 3%程度削減

可能であることが明らかになった．また，15.3%テレワ

ークを導入することで，7%の二酸化炭素排出量を削減

可能である．これらを組み合わせると 12%程度の環境改

善が期待される．一方で，地球温暖化対策計画では，

2030 年に 2013 年度比で 26%の温室効果ガスの削減を掲

げており，交通部門における目標達成までは至らない．

そこで，次世代交通の導入やテレワークの推進に踏まえ

て，自動車の EV 化や発電構成比の改善を同時に図るこ

とで，二酸化炭素排出量は大きく削減可能である．例え

ば，2030年度を想定し，2030年に想定されている11%の

EV普及や，資源エネルギー庁が 2030年の発電構成とし

て提示しているエネルギーミックスに基づいたCO2排出

係数 0.37kg/kWhをLRTの導入やテレワーク 15.3%普及時

に採用すると，二酸化炭素排出量は現状のおよそ 3/4 と

なり，地球温暖化対策においても次世代交通の導入やテ

レワークの推進，また，EV 普及，発電構成比の改善な

ど多角的な施策を組み合わせることで得られる効果は

個々の環境改善効果の和よりも増幅し，大きな環境改善

効果を期待できることが明らかになった． 

 

 

6. 交通環境負荷の将来像提示 

 

(1) 将来推計の概要 

これまで検討してきた次世代交通の導入による交通量

の変化，EV 普及率，発電構成比，テレワークの普及に

加え，人口の増減によるトリップ総量の変動を考慮した

うえで，同時に様々な次世代交通が普及している状況を

想定(表-7)し，将来の交通環境負荷の推計を行う． 
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図-3 EV普及率0%における交通環境負荷(t-CO2/h) 

図-4 テレワーク普及率と交通環境負荷の関係(t-CO2/h) 

2.0
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6.0

8.0

10.0
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テレワーク普及率

現状 AV普及(Max) LRT導入

 

表-7 次世代交通の導入状況 

設定項目 2018 2030 2040 2050

LRTの有無 無 有 有 有

CO2排出係数(kg/kWh) 0.53 0.37 0.33 0.28

EV普及率 0.3% 11% 24% 41%

AV普及率 0% 13% 33% 52%
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テレワーク実施率に関しては，COVID-19が蔓延する

前の正確な統計が存在しないため，2020年5月の栃木県

におけるテレワーク実施率である15.3%，並びに緊急事

態宣言下である2020年4月における実施率である27.9%を

採用し，テレワークの有無が与える影響を検討した． 

 

(2) 推計結果と考察 

表-8に示す通り項目別の条件設定を行い，政策も加味

した将来推計の結果を図-5に示す． 

推計の結果，2050年の交通に起因するCO2排出量は現

状の 2/3となり，高止まりしている交通環境負荷も今後

改善することが予想される．さらにテレワークを組み合

わせることで改善が見込まれ，テレワークが 27.9%普及

した 2050 年時には，交通環境負荷は現状の約半分程度

になることが明らかになった． 

 

 

7. 結論 

(1) 本研究で得られた知見 

本研究では，交通シミュレーションを用いて現状の自

動車交通の環境負荷を算出し，交通量，EV 普及率，発

電構成比に着目して次世代交通の環境負荷への影響を評

価したうえで，テレワーク導入による環境改善効果を明

らかにした．その結果，対象地である宇都宮市において

テレワークの導入は普及率が15%程度の際にはLRTの導

入と同等の環境改善効果が期待され，普及率が向上する

ことで，大幅な環境改善に繋がることが明らかになった．

一方で，自動運転車導入による環境負荷の増大をテレワ

ークとの併用により抑えるためには，少なくとも 3割程

度テレワークの普及を行う必要があり，その実現は容易

ではない．また，次世代交通の導入が進む 2050 年ごろ

には交通環境負荷は現状の 2/3 程度になることが予想さ

れるが，さらにテレワークを組み合わせることで現状の

半数程度まで交通環境負荷を削減可能であることが明ら

かになった． 

 

(2) 本研究の課題と今後の展望 

本研究では，交通機関の運行時のみに着目して，環境

負荷を評価したが，より現実に即した推計を行うために

交通機関や発電構成をライフサイクルの観点から評価す

ることが必要である．また，COVID-19 を背景に急速に

普及が進んだテレワークの定着の度合いを引き続き注視

し，より現実的な予測を行うことが望ましい． 

また，今後様々な地域に適用可能なモデルの構築を行

うため，設定したシナリオの妥当性を評価したうえで，

一層精度の高い推計のために，EV の導入による自動車

の加速性能の向上や，AV の導入による車間距離の短縮

といった，次世代交通の特性を考慮し，都市のコンパク

ト化などがもたらす移動形態の変化など様々な要素を織

り込むことが必要である． 
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A STUDY OF THE IMPACT OF FUTURE CHANGES IN THE TRAFFIC 

ENVIRONMENT ON THE ENVIRONMENTAL LOAD OF TRAFFIC 

 

Ryotaro MISE, Yuto IHARA and Akinori MORIMOTO 

 
In order to achieve the greenhouse gas reduction target set by the Paris Agreement, it is essential to 

reduce the immense impact caused by the traffic environment. The introduction of low-carbon, next-gen-

eration transportation systems such as EV, LRT and autonomous vehicles has been attracting attention to 

reduce the environmental burden of transportation. This study quantitatively evaluates the environmental 

improvement effect of next-generation transportation systems in terms of traffic volume, EV penetration 

rate and power generation composition under actual traffic flow assumptions. In addition, this study pro-

jects the future environmental load in Utsunomiya City, considering changes in traffic behavior due to 

telecommuting. 
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